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島根県環境影響評価条例施行規則新旧対照表（島根県環境影響評価条例の一部を改正する

条例（平成24年島根県条例第48号）第２条関係）

改 正 後 改 正 前

島根県環境影響評価条例施行規則

平成11年10月１日

島根県規則第98号

目次 目次

第１章 〔略〕 第１章 総則（第１条―第３条）

第２章 配慮書（第３条の２―第３条の12） 〔新設〕

第３章 方法書（第３条の13―第12条） 第２章 方法書（第４条 ―第12条）

第４章 準備書（第12条の２―第26条） 第３章 準備書（第13条 ―第26条）

第５章 〔略〕 第４章 評価書（第27条―第31条の２）

第６章 〔略〕 第５章 対象事業の内容の修正等（第32条―第34条）

第７章 〔略〕 第６章 評価書の公告及び縦覧後の手続（第35条―第

39条）

第８章 〔略〕 第７章 都市計画に定められる対象事業に関する特例

（第40条―第43条）

第９章 〔略〕 第８章 島根県環境影響評価技術審査会（第44条―第

47条）

第10章 〔略〕 第９章 雑則（第48条・第49条）

附則 附則

第１章 総則 第１章 総則

第１条～第３条 〔略〕 第１条・第２条 〔略〕

（対象事業）

第３条 条例第２条第２項の規則で定める事業は、別表

第１の左欄に掲げる事業の種類ごとに、それぞれ同表

の右欄に掲げる要件に該当する１の事業とする。

第２章 配慮書 〔新設〕

（条例第４条の２の規則で定める事項）

第３条の２ 条例第４条の２の規則で定める事項は、別 〔新設〕

表第１の２の左欄に掲げる対象事業の区分ごとに、そ

れぞれ同表の右欄に掲げる事項とする。

（配慮書の記載事項）

第３条の３ 条例第４条の３第１項第５号の規則で定め 〔新設〕

る事項は、次に掲げるものとする。
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⑴ 条例第４条の５第１項の規定により配慮書の案に

ついての意見を求めた場合における一般の意見の概

要

⑵ 条例第４条の５第１項の規定による配慮書の案又

は配慮書について意見を求めない場合における当該

意見を求めないこととした理由

２ 条例第４条の３第１項の規定により配慮書を作成す

るに当たっては、前項第１号の意見についての対象事

業を実施しようとする者の見解を記載するように努め

るものとする。

（配慮書の作成）

第３条の４ 条例第４条の３第２項の規定により２以上 〔新設〕

の対象事業について併せて配慮書を作成した場合にあ

っては、その旨を配慮書に記載するものとする。

（環境影響を受ける範囲と認められる地域）

第３条の５ 対象事業に係る条例第４条の４の環境影響 〔新設〕

を受ける範囲であると認められる地域は、事業実施想

定区域及び既に入手している情報によって、１以上の

環境の構成要素に係る環境影響を受けるおそれがある

と認められる地域とする。

（配慮書の送付）

第３条の６ 条例第４条の４の規定による配慮書の送付 〔新設〕

は、計画段階環境配慮書送付書（様式第１号）により

行うものとする。

（配慮書の公表）

第３条の７ 条例第４条の４の規定による配慮書及びこ 〔新設〕

れを要約した書類（以下この条において「配慮書等」

という。）に係る公表は、配慮書等を縦覧に供すると

ともに、インターネットの利用により行うものとす

る。

２ 前項の規定により配慮書等を縦覧に供する場所は、

対象事業に係る環境影響を受ける範囲であると認めら

れる地域内において、次に掲げる場所のうちから、で

きる限り縦覧する者の参集の便を考慮して定めるもの

とする。

⑴ 対象事業を実施しようとする者の事務所

⑵ 県の庁舎その他の県の施設

⑶ 関係市町村の協力が得られた場合にあっては、関
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係市町村の庁舎その他の関係市町村の施設

⑷ 前３号に掲げるもののほか、対象事業を実施しよ

うとする者が利用できる適切な施設

３ 第１項に規定するインターネットの利用による公表

は、次に掲げる方法のうち適切な方法により行うもの

とする。

⑴ 対象事業を実施しようとする者のウェブサイトへ

の掲載

⑵ 県のウェブサイトへの掲載

⑶ 関係市町村の協力を得て、関係市町村のウェブサ

イトに掲載すること。

４ 前３項に規定する方法による公表は、配慮書等の内

容を周知するための相当な期間を定めて行うものとす

る。

（配慮書等についての意見の聴取）

第３条の８ 対象事業を実施しようとする者は、条例第 〔新設〕

４条の５第１項の規定により配慮書の案について一般

の意見を求めるときは、当該配慮書の案を作成した旨

及び次に掲げる事項を公告し、公告の日から起算して

１月間、当該配慮書の案を縦覧に供するとともに、イ

ンターネットの利用により公表するものとする。この

場合において、当該縦覧及びインターネットの利用に

よる公表の方法は、前条第２項及び第３項に規定する

方法の例によるものとする。

⑴ 対象事業を実施しようとする者の氏名及び住所

（法人にあっては、その名称、代表者の氏名及び主

たる事務所の所在地）

⑵ 対象事業の名称、種類及び規模

⑶ 事業実施想定区域

⑷ 配慮書の案の縦覧等の方法及び期間

⑸ 配慮書の案について環境の保全の見地からの意見

を有する者は、当該意見を、当該意見を有する者の

氏名及び住所（法人にあっては、その名称、代表者

の氏名及び主たる事務所の所在地）並びに当該意見

の対象である配慮書の案の名称を明記した書面によ

り提出することができる旨

⑹ 前号に規定する書面による意見（以下この号にお

いて「意見書」という。）の提出期限、提出先その

他意見書の提出に関し必要な事項

２ 前項の規定による公告は、次に掲げる方法のうち適

切な方法により行うものとする。
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⑴ 島根県報への掲載

⑵ 関係市町村の協力を得て、関係市町村の公報又は

広報紙に掲載すること。

⑶ 時事に関する事項を掲載する日刊新聞紙への掲載

３ 前２項の規定は、対象事業を実施しようとする者

が、条例第４条の５第１項の規定により配慮書につい

て一般の意見を求めるときについて準用する。この場

合において、第１項中「配慮書の案」とあるのは「配

慮書」と、「を縦覧」とあるのは「及びこれを要約し

た書類を縦覧」と、同項第４号中「の縦覧等」とある

のは「及びこれを要約した書類の縦覧等」と読み替え

るものとする。

４ 対象事業を実施しようとする者は、前項の規定によ

り意見を求めるに当たっては、条例第４条の４の規定

による送付をした後、速やかに行うよう努めるものと

する。

５ 第３項の規定により意見を求めたときは、同項にお

いて読み替えて準用する第１項の規定による縦覧及び

インターネットの利用による公表をもって、条例第４

条の４の規定による公表をしたものとみなす。

（配慮書についての意見の概要の送付）

第３条の９ 条例第４条の５第２項の規定による書類の 〔新設〕

送付は、配慮書についての意見の概要送付書（様式第

１号の２）により行うものとする。

２ 条例第４条の５第２項の意見の概要の記載は、関係

住民の意見の概要と関係住民以外の者の意見の概要と

に区分して行うものとする。

（配慮書についての知事の意見の提出期間）

第３条の10 条例第４条の６第１項の規則で定める期間 〔新設〕

は、次の各号に掲げる場合に応じ、それぞれ当該各号

に定める期間とする。

⑴ 配慮書について一般の意見を求めない場合 条例

第４条の４の規定による配慮書の送付を受けた日か

ら60日

⑵ 配慮書について一般の意見を求めた場合 条例第

４条の５第２項の規定による書類の送付を受けた日

から60日

（対象事業の廃止等の場合の通知）

第３条の11 条例第４条の７第１項の規定による通知 〔新設〕
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は、配慮書に係る対象事業廃止等届出書（様式第１号

の３）により行うものとする。

（対象事業の廃止等の場合の公表）

第３条の12 条例第４条の７第１項の規定による公表 〔新設〕

は、次に掲げる方法のうち適切な方法により行うもの

とする。

⑴ 島根県報への掲載

⑵ 関係市町村の協力を得て、関係市町村の公報又は

広報紙に掲載すること。

⑶ 時事に関する事項を掲載する日刊新聞紙への掲載

２ 条例第４条の７第１項の規定による公表は、次に掲

げる事項について行うものとする。

⑴ 対象事業を実施しようとする者の氏名及び住所

（法人にあっては、その名称、代表者の氏名及び主

たる事務所の所在地）

⑵ 対象事業の名称、種類及び規模

⑶ 条例第４条の７第１項各号のいずれかに該当する

こととなった旨及び該当した号

⑷ 条例第４条の７第１項第４号に該当した場合にあ

っては、引継ぎにより新たに対象事業を実施しよう

とする者となった者の氏名及び住所（法人にあって

は、その名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所

在地）

第３章 方法書 第２章 方法書

（方法書の記載事項）

第３条の13 条例第５条第１項第８号の規則で定める事 〔新設〕

項は、次に掲げるものとする。

⑴ 条例第４条の５第１項の規定により配慮書の案又

は配慮書について一般の意見を求めた場合について

は、次に掲げるもの

ア 一般の意見の概要

イ アの意見についての対象事業を実施しようとす

る者の見解

ウ 条例第４条の２の規定による事業が実施される

べき区域その他の規則で定める事項を決定する過

程における環境の保全の配慮に係る検討の経緯及

びその内容

⑵ 条例第43条の２第２項において準用する場合であ

って、法第３条の７第１項の規定により配慮書の案
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又は配慮書について一般の意見を求めた場合につい

ては、次に掲げるもの

ア 一般の意見の概要

イ アの意見についての対象事業を実施しようとす

る者の見解

ウ 法第３条の２第１項の規定による事業が実施さ

れるべき区域その他の主務省令で定める事項を決

定する過程における環境の保全の配慮に係る検討

の経緯及びその内容

（方法書の作成） （方法書の作成）

第４条 第３条の４の規定は、条例第５条第２項の規定 第４条 条例第５条第２項の規定

により２以上の対象事業について併せて方法書を作成 により２以上の対象事業について併せて方法書を作成

した場合について準用する した場合にあっては、その旨を方法書に記載するもの

。この場合において、第３条の４中「配慮書」 とする。

とあるのは「方法書」と読み替えるものとする。

第５条 〔略〕 第５条 〔略〕

（方法書の送付） （方法書の送付）

第６条 条例第６条の規定による方法書及び要約書の送 第６条 条例第６条の規定による方法書及び要約書の送

付は、環境影響評価方法書送付書（様式第１号の４） 付は、環境影響評価方法書送付書（様式第１号 ）

により行うものとする。 により行うものとする。

第７条～第９条の３ 第７条～第９条の３

（方法書説明会の開催の届出） （方法書説明会の開催の届出）

第９条の４ 条例第７条の２第２項の規定による届出 第９条の４ 条例第７条の２第２項の規定による届出

は、方法書説明会開催等実施届出書（様式第１号の は、方法書説明会開催等実施届出書（様式第１号の

５）により行うものとする。 ２）により行うものとする。

２ 〔略〕 ２ 〔略〕

第９条の５～第９条の７ 第９条の５～第９条の７

（方法書説明会の開催の報告） （方法書説明会の開催の報告）

第９条の８ 条例第７条の２第５項の規定による報告 第９条の８ 条例第７条の２第５項の規定による報告

は、方法書説明会開催等実施状況報告書（様式第１号 は、方法書説明会開催等実施状況報告書（様式第１号

の６）により行うものとする。 の３）により行うものとする。

第10条 〔略〕 第10条 〔略〕

（方法書についての意見の概要の送付） （方法書についての意見の概要の送付）
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第11条 〔略〕 第11条 〔略〕

２ 第３条の９第２項の規定は、条例第９条の意見の概 ２ 条例第９条の意見の概要の記載は、関係住民の意見

要の記載について準用する。 の概要と関係住民以外の者の意見の概要とに区分して

行うものとする。

第12条 〔略〕 第12条 〔略〕

第４章 準備書 第３章 準備書

（準備書の記載事項）

第12条の２ 第３条の13の規定は、条例第13条第１項第 〔新設〕

８号の規則で定める事項について準用する。

（準備書の作成） （準備書の作成）

第13条 第３条の４の規定は、条例第13条第２項におい 第13条 第４条 の規定は、条例第13条第２項におい

て準用する条例第５条第２項の規定により２以上の対 て準用する条例第５条第２項の規定により２以上の対

象事業について併せて準備書を作成した場合について 象事業について併せて準備書を作成した場合について

準用する。この場合において、第３条の４中「配慮 準用する。この場合において、第４条 中「方法

書」とあるのは「準備書」と読み替えるものとする。 書」とあるのは「準備書」と読み替えるものとする。

第14条～第24条 〔略〕 第14条～第24条 〔略〕

（準備書についての意見の概要等の送付） （準備書についての意見の概要等の送付）

第25条 〔略〕 第25条 〔略〕

２ 第３条の９第２項の規定は、条例第18条の意見の概 ２ 第11条第２項 の規定は、条例第18条の意見の概

要の記載について準用する。 要の記載について準用する。

第26条 〔略〕 第26条 〔略〕

第５章 評価書 第４章 評価書

第27条～第31条の２ 〔略〕 第27条～第31条の２ 〔略〕

第６章 対象事業の内容の修正等 第５章 対象事業の内容の修正等

第32条～第34条 〔略〕 第32条～第34条 〔略〕

第７章 評価書の公告及び縦覧後の手続 第６章 評価書の公告及び縦覧後の手続

第35条～第39条 〔略〕 第35条～第39条 〔略〕

第８章 都市計画に定められる対象事業に関する 第７章 都市計画に定められる対象事業に関する
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特例 特例

（都市計画に定められる対象事業に関する特例） （都市計画に定められる対象事業に関する特例）

第40条 都市計画決定権者が、条例第35条第１項の規定 第40条 条例第35条の規定により都市計画決定権者が

により計画段階配慮事項についての検討その他の手続

を行う場合及び同条第２項の規定により環境影響評価 環境影響評価

その他の手続を行う場合における条例第４条の２から その他の手続を行う場合における条例第５条 から

第25条まで（第４条の３第２項、第４条の７第１項第 第25条まで（

４号及び第２項、第５条第２項、第13条第２項並びに 第５条第２項、第13条第２項並びに

第24条第１項第３号及び第２項を除く。）の規定の適 第24条第１項第３号及び第２項を除く。）の規定の適

用については、次の表の左欄に掲げる規定中同表の中 用については、次の表の左欄に掲げる規定中同表の中

欄に掲げる字句は、同表の右欄に掲げる字句とする。 欄に掲げる字句は、同表の右欄に掲げる字句とする。

第４条の２ 対象事業（法第二 第35条第１項の都 〔新設〕

種事業であって、 市計画決定権者

法第４条第３項に （以下「都市計画

規定する措置がと 決定権者」とい

られていないもの う。）

（法第３条の10第

１項の規定による

通知がなされた事

業を除く。）を含

む。以下この章に

おいて同じ。）を

実施しようとする

者

対象事業に 対象事業（法第二 〔新設〕

種事業であって、

法第４条第３項に

規定する措置がと

られていないもの

（法第３条の10第

１項の規定による

通知がなされた事

業を除く。）を含

む。）が都市計画

法（昭和43年法律

第100号）第４条

第７項に規定する

市街地開発事業と

して同法の規定に

より都市計画に定

められる場合にお
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ける当該対象事業

又は対象事業に係

る施設が同条第５

項に規定する都市

施設として同法の

規定により都市計

画に定められる場

合における当該都

市施設に係る対象

事業（以下「都市

計画対象事業」と

いう。）に

第４条の３第１ 対象事業を実施し 都市計画決定権者 〔新設〕

項各号列記以外 ようとする者

の部分

第４条の３第１ 対象事業を実施し 都市計画決定権者 〔新設〕

項第１号 ようとする者の氏 の名称

名及び住所（法人

にあっては、その

名称、代表者の氏

名及び主たる事務

所の所在地）

第４条の３第１ 対象事業 都市計画対象事業 〔新設〕

項第２号

第４条の４ 対象事業を実施し 都市計画決定権者 〔新設〕

ようとする者

対象事業に 都市計画対象事業

に

第４条の５、第 対象事業を実施し 都市計画決定権者 〔新設〕

４条の６及び第 ようとする者

４条の７第１項

第４条の７第１ 対象事業を実施し 対象事業又は対象 〔新設〕

項第１号 ない 事業に係る施設

（以下「対象事業

等」という。）を

都市計画に定めな

い

第４条の７第１ 対象事業 都市計画対象事業 〔新設〕

項第３号

第５条第１項各 〔略〕 都市計画決定権者 第５条第１項各 事業者 第35条の都市計画

号列記以外の部 号列記以外の部 決定権者（以下

分 分 「都市計画決定権
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者」という。）

〔略〕 都市計画対象事業 対象事業 対象事業が都市計

画法（昭和43年法

律第100号）第４

条第７項に規定す

る市街地開発事業

として同法の規定

により都市計画に

定められる場合又

は対象事業に係る

施設が同条第５項

に規定する都市施

設として同法の規

定により都市計画

に定められる場合

における当該都市

計画に係る対象事

業（以下「都市計

画対象事業」とい

う。）

第５条第１項第 〔略〕 〔略〕 第５条第１項第 〔略〕 〔略〕

１号～第５条第 １号～第５条第

１項第３号 １項第３号

第５条第１項第 事業者 都市計画決定権者 〔新設〕

６号

第５条第１項第 〔略〕 〔略〕 第５条第１項第 対象事業 都市計画対象事業

７号 ４号

第６条～第20条 〔略〕 〔略〕 第６条～第20条 〔略〕 〔略〕

第２項 第２項

第21条 〔略〕 〔略〕 第21条 事業者 都市計画決定権者

〔略〕 、関係市町村長及 及び関係市町村長 、関係市町村長及

び第35条第２項の び第35条 の

事業者 事業者

第22条 〔略〕 〔略〕 第22条 〔略〕 〔略〕

第23条 〔略〕 〔略〕 第23条 事業者 都市計画決定権者

修正しよう 修正して 修正しよう 修正して対象事業

又は対象事業に係

対 る施設(以下「対

象事業等 象事業等」とい

を都市計画 う。)を都市計画

法の規定により都 法の規定により都

市計画に定めよう 市計画に定めよう
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第24条第１項～ 〔略〕 〔略〕 第24条第１項～ 〔略〕 〔略〕

第25条第３項 第25条第３項

２ 都市計画決定権者が、条例第35条第１項の規定によ ２ 条例第35条の規定により都市計画決定権者が

り計画段階配慮事項についての検討その他の手続を行

う場合及び同条第２項の規定により環境影響評価その 環境影響評価その

他の手続を行う場合においては、第３条の２から第35 他の手続を行う場合においては、第５条 から第35

条まで（第３条の４、第３条の12第２項第４号、第４ 条まで（

条、第13条及び第34条第２項第４号を除く。）の規定 第13条及び第34条第２項第４号を除く。）の規

を適用するものとし、この場合におけるこれらの規定 定を適用するものとし、この場合におけるこれらの規

の適用については、次の表の左欄に掲げる規定中同表 定の適用については、次の表の左欄に掲げる規定中同

の中欄に掲げる字句は、同表の右欄に掲げる字句とす 表の中欄に掲げる字句は、同表の右欄に掲げる字句と

る。 する。

第３条の２ 条例第４条の２ 第40条第１項の規 〔新設〕

定により読み替え

て適用される条例

第４条の２

第３条の３第１ 条例第４条の３ 第40条第１項の規 〔新設〕

項 第１項第５号 定により読み替え

て適用される条例

第４条の３第１項

第５号

条例第４条の５ 第40条第１項の規

第１項 定により読み替え

て適用される条例

第４条の５第１項

第３条の３第２ 条例第４条の３ 第40条第１項の規 〔新設〕

項 第１項 定により読み替え

て適用される条例

第４条の３第１項

対象事業を実施 都市計画決定権者

しようとする者

第３条の５ 対象事業 都市計画対象事業 〔新設〕

条例第４条の４ 第40条第１項の規

定により読み替え

て適用される条例

第４条の４

第３条の６及び 条例第４条の４ 第40条第１項の規 〔新設〕

第３条の７第１ 定により読み替え

項 て適用される条例

第４条の４

第３条の７第２ 対象事業 都市計画対象事業 〔新設〕

項各号列記以外
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の部分

第３条の７第２ 対象事業を実施 都市計画決定権者 〔新設〕

項第１号及び第 しようとする者

４号並びに第３

項第１号

第３条の８第１ 対象事業を実施 都市計画決定権者 〔新設〕

項各号列記以外 しようとする者

の部分 条例第４条の５ 第40条第１項の規

第１項 定により読み替え

て適用される条例

第４条の５第１項

第３条の８第１ 対象事業を実施 都市計画決定権者 〔新設〕

項第１号 しようとする者 の名称

の氏名及び住所

（法人にあって

は、その名称、

代表者の氏名及

び主たる事務所

の所在地）

第３条の８第１ 対象事業 都市計画対象事業 〔新設〕

項第２号

第３条の８第３ 対象事業を実施 都市計画決定権者 〔新設〕

項 しようとする者

条例第４条の５ 第40条第１項の規

第１項 定により読み替え

て適用される条例

第４条の５第１項

第３条の８第４ 対象事業を実施 都市計画決定権者 〔新設〕

項 しようとする者

条例第４条の４ 第40条第１項の規

定により読み替え

て適用される条例

第４条の４

第３条の８第５ 条例第４条の４ 第40条第１項の規 〔新設〕

項 定により読み替え

て適用される条例

第４条の４

第３条の９ 条例第４条の５ 第40条第１項の規 〔新設〕

第２項 定により読み替え

て適用される条例

第４条の５第２項

第３条の10 条例第４条の６ 第40条第１項の規 〔新設〕
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第１項 定により読み替え

て適用される条例

第４条の６第１項

条例第４条の４ 第40条第１項の規

定により読み替え

て適用される条例

第４条の４

条例第４条の５ 第40条第１項の規

第２項 定により読み替え

て適用される条例

第４条の５第２項

第３条の11並び 条例第４条の７ 第40条第１項の規 〔新設〕

に第３条の12第 第１項 定により読み替え

１項及び第２項 て適用される条例

各号列記以外の 第４条の７第１項

部分

第３条の12第２ 対象事業を実施 都市計画決定権者 〔新設〕

項第１号 しようとする者 の名称

の氏名及び住所

（法人にあって

は、その名称、

代表者の氏名及

び主たる事務所

の所在地）

第３条の12第２ 対象事業 都市計画対象事業 〔新設〕

項第２号

第３条の12第２ 条例第４条の７ 第40条第１項の規 〔新設〕

項第３号 第１項各号 定により読み替え

て適用される条例

第４条の７第１項

第１号から第３号

まで

第３条の13各号 条例第５条第１ 第40条第１項の規 〔新設〕

列記以外の部分 項第８号 定により読み替え

て適用される条例

第５条第１項第８

号

第３条の13第１ 条例第４条の５ 第40条第１項の規 〔新設〕

号 第１項 定により読み替え

て適用される条例

第４条の５第１項

対象事業を実施 都市計画決定権者
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しようとする者

条例第４条の２ 第40条第１項の規

定により読み替え

て適用される条例

第４条の２

第３条の13第２ 対象事業を実施 都市計画決定権者 〔新設〕

号イ しようとする者

第５条～第12条 〔略〕 〔略〕 第５条～第12条 〔略〕 〔略〕

第２項 第２項

第12条の２ 条例第13条第１ 第40条第１項の規 〔新設〕

項第８号 定により読み替え

て適用される条例

第13条第１項第８

号

第14条～第35条 〔略〕 〔略〕 第14条～第35条 〔略〕 〔略〕

第２項第３号 第２項第３号

別表第１の２ 対象事業 都市計画対象事業 〔新設〕

条例第４条の２ 第40条第１項の規

定により読み替え

て適用される条例

第４条の２

別表第２及び別 〔略〕 〔略〕 別表第２、 別 対象事業 都市計画対象事業

表第３ 表第３及び様式

第１号から様式

第８号まで

様式第１号 島根県環境影響 島根県環境影響評 〔新設〕

評価条例第４条 価条例施行規則第

の４ 40条第１項の規定

により読み替えて

適用される島根県

環境影響評価条例

第４条の４

対象事業 都市計画対象事業

様式第１号の２ 島根県環境影響 島根県環境影響評 〔新設〕

評価条例第４条 価条例施行規則第

の５第２項 40条第１項の規定

により読み替えて

適用される島根県

環境影響評価条例

第４条の５第２項

対象事業 都市計画対象事業

様式第１号の３ 島根県環境影響 島根県環境影響評 〔新設〕
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評価条例第４条 価条例施行規則第

の７第１項 40条第１項の規定

により読み替えて

適用される島根県

環境影響評価条例

第４条の７第１項

対象事業 都市計画対象事業

様式第１号の４ 島根県環境影響 島根県環境影響評 〔新設〕

評価条例第６条 価条例施行規則第

40条第１項の規定

により読み替えて

適用される島根県

環境影響評価条例

第６条

対象事業 都市計画対象事業

様式第１号の５ 島根県環境影響 島根県環境影響評 〔新設〕

評価条例第７条 価条例施行規則第

の２第２項 40条第１項の規定

により読み替えて

適用される島根県

環境影響評価条例

第７条の２第２項

対象事業 都市計画対象事業

様式第１号の６ 島根県環境影響 島根県環境影響評 〔新設〕

評価条例第７条 価条例施行規則第

の２第５項 40条第１項の規定

により読み替えて

適用される島根県

環境影響評価条例

第７条の２第５項

対象事業 都市計画事業

様式第２号 島根県環境影響 島根県環境影響評 〔新設〕

評価条例第９条 価条例施行規則第

40条第１項の規定

により読み替えて

適用される島根県

環境影響評価条例

第９条

対象事業 都市計画事業

様式第３号 島根県環境影響 島根県環境影響評 〔新設〕

評価条例第14条 価条例施行規則第

40条第１項の規定
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により読み替えて

適用される島根県

環境影響評価条例

第14条

対象事業 都市計画対象事業

様式第４号及び 島根県環境影響 島根県環境影響評 〔新設〕

様式第５号 評価条例第16条 価条例施行規則第

第２項 40条第１項の規定

により読み替えて

適用される島根県

環境影響評価条例

第16条第２項

対象事業 都市計画対象事業

様式第６号 島根県環境影響 島根県環境影響評 〔新設〕

評価条例第18条 価条例施行規則第

40条第１項の規定

により読み替えて

適用される島根県

環境影響評価条例

第18条

対象事業 都市計画対象事業

様式第７号 島根県環境影響 島根県環境影響評 〔新設〕

評価条例第21条 価条例施行規則第

40条第１項の規定

により読み替えて

適用される島根県

環境影響評価条例

第21条

対象事業 都市計画対象事業

様式第８号 島根県環境影響 島根県環境影響評 〔新設〕

評価条例第24条 価条例施行規則第

第１項 40条第１項の規定

により読み替えて

適用される島根県

環境影響評価条例

第24条第１項

対象事業 都市計画対象事業

第41条・第42条 〔略〕 第41条・第42条 〔略〕

（事業者等の行う環境影響評価との調整） （事業者 の行う環境影響評価との調整）

第43条 対象事業を実施しようとする者が条例第４条の 第43条 事業者が条例第５条の規定により方法書を作成
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４の規定による公表を行ってから条例第７条の規定に してから 条例第７条の規定に

よる公告を行うまでの間において、当該公表 に係る よる公告を行うまでの間において、当該方法書に係る

対象事業 を都市計画に定めようとする都市計画決定 対象事業等を都市計画に定めようとする都市計画決定

権者が当該対象事業を実施しようとする者及び配慮書 権者が、当該方法書に係る事業者（事業者が既に条例

又は方法書の送付を当該対象事業を実施しようとする 第６条の規定により当該方法書を送付しているとき

者から受けた者 にその旨を通知 は、事業者及びその送付を受けた者）にその旨を通知

したときは、対象事業を実施しようとする者は、当該 したときは、

対象事業に係る方法書を作成していない場合にあって

は当該配慮書及び条例第４条の６第１項の書面を、方

法書を既に作成している場合にあっては当該方法書を

当該都市計画決定権者に送付するものとする。この場

合において、当該都市計画に係る対象事業について 当該都市計画に係る対象事業について

は、条例第35条の規定は、都市計画決定権者が当該配 の 条例第35条の規定は、事業者がその通知

慮書及び条例第４条の６第１項の書面又は当該方法書

の送付を受けたときから適用する。 を受けたときから適用する。この場合におい

て、事業者は、その通知を受けた後、直ちに当該方法

書を都市計画決定権者に送付しなければならない。

２ 前項の場合において、その通知を受ける前に対象事 ２ 前項の場合において、その通知を受ける前に事業者

業を実施しようとする者が行った計画段階配慮事項に が行った環境影響評価

ついての検討その他の手続は都市計画決定権者が行っ その他の手続は都市計画決定権者が行っ

たものとみなし、対象事業を実施しようとする者に対 たものとみなし、事業者 に対

して行われた手続は都市計画決定権者に対して行われ して行われた手続は都市計画決定権者に対して行われ

たものとみなす。 たものとみなす。

３ 事業者が条例第７条の規定による公告を行ってから ３ 事業者が条例第７条の規定による公告を行ってから

条例第15条の規定による公告を行うまでの間におい 条例第15条の規定による公告を行うまでの間におい

て、これらの公告に係る対象事業等を都市計画に定め て、これらの公告に係る対象事業等を都市計画に定め

ようとする都市計画決定権者が事業者及び方法書又は ようとする都市計画決定権者が事業者及び方法書又は

準備書の送付を当該事業者から受けた者にその旨を通 準備書の送付を当該事業者から受けた者にその旨を通

知したときは、事業者は、当該対象事業に係る準備書 知したときは、事業者は、当該対象事業に係る準備書

を作成していない場合にあっては作成した後速やか を作成していない場合にあっては作成した後速やか

に、準備書を既に作成している場合にあっては通知を に、準備書を既に作成している場合にあっては通知を

受けた後直ちに、当該準備書を都市計画決定権者に送 受けた後直ちに、当該準備書を都市計画決定権者に送

付するものとする。この場合において、当該都市計画 付するものとする。この場合において、当該都市計画

に係る対象事業については、条例第35条第２項の規定 に係る対象事業については、条例第35条 の規定

は、都市計画決定権者が当該準備書の送付を受けたと は、都市計画決定権者が当該準備書の送付を受けたと

きから適用する。 きから適用する。

４ 第２項の規定は、前項の規定による送付が行われる ４ 第２項の規定は、前項の規定による送付が行われる

前の手続について準用する。この場合において、第２ 前の手続について準用する。

項中「対象事業を実施しようとする者」とあるのは

「事業者」と、「計画段階配慮事項についての検討」

とあるのは「環境影響評価」と読み替えるものとす

る。
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５ 事業者が条例第15条の規定による公告を行ってから ５ 事業者が条例第15条の規定による公告を行ってから

条例第22条の規定による公告を行うまでの間におい 条例第22条の規定による公告を行うまでの間におい

て、第３項の都市計画につき都市計画法第17条第１項 て、第３項の都市計画につき都市計画法第17条第１項

の規定による公告が行われたときは、当該都市計画に の規定による公告が行われたときは、当該都市計画に

係る対象事業については、引き続き条例第６章及び第 係る対象事業については、引き続き条例第４章及び第

７章の規定による環境影響評価その他の手続を行うも ５章の規定による環境影響評価その他の手続を行うも

のとし、条例第35条第２項の規定は適用しない。この のとし、条例第35条 の規定は適用しない。この

場合において、事業者は、条例第22条の規定による公 場合において、事業者は、条例第22条の規定による公

告が行われた後、速やかに、都市計画決定権者に当該 告が行われた後、速やかに、都市計画決定権者に当該

公告に係る同条の評価書を送付しなければならない。 公告に係る同条の評価書を送付しなければならない。

第９章 島根県環境影響評価技術審査会 第８章 島根県環境影響評価技術審査会

第44条～第47条 〔略〕 第44条～第47条 〔略〕

第10章 雑則 第９章 雑則

第48条 〔略〕 第48条 〔略〕

（書類の提出部数） （書類の提出部数）

第49条 〔略〕 第49条 次の表の左欄に掲げる図書の提出部数は、同表

の中欄に掲げる提出先の区分ごとに、それぞれ同表の

右欄に掲げる部数とする。ただし、知事が必要と認め

るときは、当該提出部数を増加し、又は減ずることが

できる。

図書 提出先 提出部数 図書 提出先 提出部数

１ 配慮書 知事 35部 〔新設〕

対象事業に係る環 ５部

境影響を受ける範

囲であると認めら

れる地域を管轄す

る市町村長

２～４ 〔略〕 １～３ 〔略〕

附 則 〔略〕 附 則 〔略〕

別表第１（第３条関係） 別表第１（第３条関係）

事業の種類 要件 事業の種類 要件

〔略〕 〔略〕

５ 条例別表 １ 電気事業法（昭和39年法律第170 ５ 条例別表 １ 電気事業法

第５号に掲 号）第38条第３項に規定する事業用電 第５号に掲 第38条第３項に規定する事業用電

げる事業 気工作物で発電用のもの（以下「発電 げる事業 気工作物で発電用のもの（以下「発電
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所」という。）の設置の工事の事業 所」という。）の設置の工事の事業

で、次に掲げるもの で、次に掲げるもの

⑴～⑶ 〔略〕 ⑴～⑶ 〔略〕

２ 〔略〕 ２ 〔略〕

〔略〕 〔略〕

別表第１の２（第３条の２関係） 〔新設〕

対象事業の区分 条例第４条の２の規則で定める事項

１ 別表第１の 事業が実施されるべき区域の位置及び

１の項に該当 事業の規模（事業に係る道路の長さを

する対象事業 いう。）

２ 別表第１の 事業が実施されるべき区域の位置（河

２の項の１に 川法（昭和39年法律第167号）第８条

該当する対象 に規定する河川工事として行うものに

事業 ついては、河川法施行令（昭和40年政

令第14号）第10条の３第２号イの施行

の場所をいう。以下この表において

「河川事業が実施されるべき区域の位

置」という。）及び事業の規模（事業

に係る貯水面積をいう。）

３ 別表第１の 河川事業が実施されるべき区域の位置

２の項の２又 及び事業の規模（事業に係る湛水面積
たん

は３に該当す をいう。）

る対象事業

４ 別表第１の 河川事業が実施されるべき区域の位置

２の項の４に 及び事業の規模（施設が設置される土

該当する対象 地の面積及び施設の操作により露出す

事業 ることとなる水底の最大の水平投影面

積をいう。）

５ 別表第１の 河川事業が実施されるべき区域の位置

２の項の５に 及び事業の規模（事業に伴い形状を変

該当する対象 更する土地の面積をいう。）

事業

６ 別表第１の 事業が実施されるべき区域の位置及び

３の項に該当 事業の規模（事業に係る鉄道の長さを

する対象事業 いう。）

７ 別表第１の 事業が実施されるべき区域の位置及び

４の項に該当 事業の規模（飛行場及びその施設の設

する対象事業 置の事業又は滑走路の新設を伴う飛行

場及びその施設の変更の事業にあって

は滑走路の長さ、滑走路の延長を伴う

飛行場及びその施設の変更の事業にあ
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っては延長前及び延長後の滑走路の長

さをいう。）

８ 別表第１の 事業が実施されるべき区域の位置、事

５の項に該当 業の規模又は発電設備等の構造若しく

する対象事業 は配置に関する事項であって、次に掲

げる事項を含むものとする。

⑴ 事業が実施されるべき区域の面

積

⑵ 事業に係る電気工作物（電気事

業法第２条第１項第16号に規定す

る電気工作物をいう。）その他の

設備に係る事項を含むものとす

る。

９ 別表第１の 事業が実施されるべき区域の位置及び

６の項に該当 埋立て又は干拓の事業の規模（事業に

する対象事業 係る埋立干拓区域の面積をいう。）

10 別表第１の 事業が実施されるべき区域の位置及び

７の項から９ 事業の規模（事業に係る施行区域の面

の項までに該 積をいう。）

当する対象事

業

11 別表第１の 事業が実施されるべき区域の位置及び

10の項に該当 事業の規模（事業に係る宅地の面積を

する対象事業 いう。）

12 別表第１の 事業が実施されるべき区域の位置及び

11の項の１に 事業の規模（事業に係る施行区域の面

該当する対象 積又はホール数をいう。）

事業

13 別表第１の 事業が実施されるべき区域の位置及び

11の項の２に 事業の規模（事業に係る施行区域の面

該当する対象 積をいう。）

事業

14 別表第１の 事業が実施されるべき区域の位置及び

11の項の３か 事業の規模（事業に係る土地の区域の

ら６までに該 面積をいう。）

当する対象事

業

15 別表第１の 事業が実施されるべき区域の位置及び

12の項に該当 事業の規模（事業を施行する区域の面

する対象事業 積をいう。）

16 別表第１の 事業が実施されるべき区域の位置、事

13の項の１か 業の規模（施設の処理能力をいう。）
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ら４まで、７ 又は建造物等の構造若しくは配置

又は８に該当

する対象事業

17 別表第１の 事業が実施されるべき区域の位置及び

13の項の５又 面積、事業の規模（施設の処理能力を

は６に該当す いう。）又は建造物等の構造若しくは

る対象事業 配置に関する事項であって、次に掲げ

るものを含むものとする。

⑴ 最終処分場の種類（廃棄物の処

理及び清掃に関する法律第８条第

１項に規定する一般廃棄物の最終

処分場又は同法第15条第１項に規

定する産業廃棄物の最終処分場の

別及び産業廃棄物の最終処分場に

おいては、廃棄物の処理及び清掃

に関する法律施行令第７条第14号

イからハまでに規定する産業廃棄

物の最終処分場の別をいう。）

⑵ 最終処分場のうち埋立処分の用

に供される場所の面積

⑶ 最終処分場の埋立容量

⑷ 最終処分場において処分する廃

棄物の種類

18 別表第１の 事業が実施されるべき区域の位置及び

14の項に該当 事業の規模（排出ガス量又は排出水量

する対象事業 をいう。）

19 別表第１の 事業が実施されるべき区域の位置及び

15の項に該当 事業の規模（計画処理人口をいう。）

する対象事業

20 別表第１の 事業が実施されるべき区域の位置及び

16の項に該当 事業の規模（事業に係る施行区域の面

する対象事業 積、宅地の面積又は土地の区域の面積

をいう。）

別表第２・別表第３ 〔略〕 別表第２・別表第３ 〔略〕

様式第１号（第３条の６関係） 〔別紙のとおり〕 〔新設〕

様式第１号の２（第３条の９関係） 〔別紙のとおり〕 〔新設〕

様式第１号の３（第３条の11関係） 〔別紙のとおり〕 〔新設〕
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様式第１号の４（第６条関係） 〔略〕 様式第１号 （第６条関係） 〔略〕

様式第１号の５（第９条の４関係） 〔略〕 様式第１号の２（第９条の４関係） 〔略〕

様式第１号の６（第９条の８関係） 〔略〕 様式第１号の３（第９条の８関係） 〔略〕

様式第２号～様式第７号 〔略〕 様式第２号～様式第７号 〔略〕

様式第８号（第33条関係） 〔別紙のとおり〕 様式第８号（第33条関係） 〔別紙のとおり〕

様式第９号～様式第13号 〔略〕 様式第９号～様式第13号 〔略〕


